
第９章 違法行為の防止・摘発及び違法行為に対する行政処分

○ 技能実習制度の運営に必要な法律・規則等の解釈や、用語の解説・制度運用上の

留意事項は前章までに記載のとおりですが、違法行為の防止・摘発のために主務大臣

等や機構が行う事務や実習実施者、監理団体が違法行為を惹起しないために留意

すべき事項について、本章ではまとめています。

第１節 実習実施者、監理団体等への指導・助言等

○ 技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護のためには、実習実施者や監理団

体が技能実習関係法令に従って、適切に技能実習を行わせたり、監理事業を行ったり

することが必要です。このため、主務大臣等やその業務を担う機構が、実習実施者や

監理団体に対し、必要な指導及び助言をしていくことが求められています（法第５０条、

Ｐ２６６参照）。

○ また、技能実習制度に関する正しい理解が必要不可欠であることから、実習実施者、

監理団体等に対するリーフレット等の作成・配付、技能実習制度の概要に関する説明

会の開催等、その啓発を主務大臣等及び機構において積極的に行うこととしていま

す。

第２節 実習実施者及び監理団体による違法行為を惹起しないための措置

○ 実習実施者は、関係法令を遵守し、認定を受けた技能実習計画に従って技能実習

を行わせる責務を有しています。また、監理団体は、関係法令を遵守し、監理事業の

適正な運営を確保する責務を有しています。

第１ 監理団体による監査等

○ 団体監理型技能実習において、監理団体は、実習実施者が認定計画に従って技能

実習を行わせているか、出入国又は労働に関する法令に違反していないかなどの事

項について、監理責任者の指揮の下で、３か月に１回以上の頻度で、実習実施者に対

して監査を適切に行うことが必要です（Ｐ１７０参照）。

○ また、３か月に１回以上の頻度で行う監査のほか、実習実施者が法第１６条第１項各

号（実習認定の取消し事由）のいずれかに該当する疑いがあると監理団体が認めた場
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合には、直ちに臨時の監査を行うことが必要となります（Ｐ１７３参照）。

○ さらに、第１号技能実習の場合に、監査とは別に、監理責任者の指揮の下に、１か月

につき少なくとも１回以上、監理団体の役職員が実習実施者に赴いて技能実習の実

施状況を実地に確認するとともに、認定された技能実習計画に基づいて技能実習を

適正に行わせるよう必要な指導を行うことが必要となります（Ｐ１７４参照）。

○ このような監査や訪問指導を通じて、監理団体は実習実施者における技能実習の

実施状況を適切に監理することが求められています。

第２ 法令違反時の報告

○ 実習認定の取消事由（法第１６条第１項各号）に該当するに至った場合は、企業単

独型実習実施者は機構の地方事務所・支所の指導課に、団体監理型実習実施者は

監理団体に、当該事実を報告しなければなりません。報告を受けた監理団体は、監査

を行うこと等により、その事実を確認しなければなりません（Ｐ８２参照）。

○ また、許可の取消事由（法第３７条第１項各号）に該当するに至った場合は、監理団

体は機構の地方事務所・支所の指導課に、当該事実を報告しなければなりません（Ｐ

１８０参照）。

○ このような法令違反時の報告を行う必要がないよう、実習実施者及び監理団体は、

常日頃から関係法令を遵守し、認定の取消事由や許可の取消事由に該当するような

事態に至らないように努めなければなりません。

第３節 機構による実地検査

○ 機構において、実習実施者や監理団体等に対し、報告や帳簿書類の提示を求める

ことや、質問すること、実習実施者又は監理団体等の設備や帳簿書類等を実地に検

査することが認められています（法第１４条、Ｐ１４４参照）。

○ この機構が行う実地検査等については、虚偽の回答を行ったりする等、一定の場合

に技能実習計画の認定の取消事由となる（法第１６条）ほか、調査への協力が得られ

ない場合には、技能実習計画の認定に必要な情報が得られないため技能実習計画

が認定されないこととなります。
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○ なお、機構は、監理団体に対して１年に１回程度の頻度、実習実施者に対して３年に

１回程度の頻度で定期的に実地検査を行うこととしていますので、機構が行う検査に

は積極的に協力し、自らが行う技能実習の内容が適正に行われていることを明らかに

することが求められます。

第４節 実習実施者に対する指導監督

○ 主務大臣である法務大臣と厚生労働大臣には、技能実習計画の認定に関する業務

について、実習実施者や監理団体等に対し、報告の徴収、帳簿書類の提出若しくは提

示の命令、出頭の命令、質問又は立入検査を行う権限が認められています（法第１３

条、Ｐ１４４参照）。

○ また、機構や出入国在留管理庁長官及び厚生労働大臣による調査等によって、実

習実施者が認定計画に従って技能実習を行わせていないことが判明したとき、技能実

習法、出入国又は労働に関する法令等に違反していることが判明したときであって、技

能実習の適正な実施を確保するために必要があると認めるときは、出入国在留管理

庁長官及び厚生労働大臣が改善命令を行う場合があります（法第１５条、Ｐ１４６参

照）。

○ さらに、一度認定された技能実習計画であっても、認定計画に従って技能実習を実

施していない場合や、認定基準を満たさなくなった場合、実習実施者が欠格事由に該

当することとなった場合、主務大臣が行う立入検査を拒んだり妨害等した場合、改善

命令に違反した場合、入管法令や労働関係法令に違反した場合等には、認定の取消

しの対象となります（法第１６条、Ｐ１４７参照）。

○ このような報告徴収、改善命令、認定の取消しといった指導監督は、実習実施者の

違法行為の様態や悪質性などを踏まえて主務大臣等においてどのような権限行使を

行うか判断がなされるものです。

  改善命令や認定の取消しといった重大な指導監督を受けないためには、常日頃か

ら関係法令を遵守することはもとより、機構からの実地検査時の指摘等について迅速

に改善を図ることが肝要です。

第５節 監理団体に対する指導監督

○ 主務大臣である法務大臣と厚生労働大臣には、監理団体の許可に関する業務につ

いて、実習実施者や監理団体等に対し、報告の徴収、帳簿書類の提出若しくは提示
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の命令、出頭の命令、質問又は立入検査を行う権限が認められています（法第３５条、

Ｐ２４１参照）。

○ また、機構や主務大臣による調査等によって、技能実習法、出入国又は労働に関す

る法令等に違反していることが判明したときであって、監理事業の適正な運営を確保

するために必要があると認めるときは、主務大臣が改善命令を行う場合があります（法

第３６条、Ｐ２４２参照）。

○ さらに、一度許可を受けた監理団体であっても、許可基準を満たさなくなった場合、

監理団体が欠格事由に該当することとなった場合、許可の条件に違反した場合、改善

命令に違反した場合、入管法令や労働関係法令に違反した場合等には、許可の取消

しの対象となります（法第３７条第１項、Ｐ２４３参照）。

○ なお、監理団体が、許可の取消事由（欠格事由を除く。）に該当することとなった場

合においても、主務大臣は、違反の内容等を考慮した上で、許可の取消しではなく、期

間を定めて監理事業の全部又は一部の停止を命ずることがあります（法第３７条第３

項、Ｐ２４３参照）。

○ このような報告徴収、改善命令、事業停止命令、許可の取消しといった指導監督は、

監理団体の違法行為の様態や悪質性などを踏まえて主務大臣においてどのような権

限行使を行うか判断がされるものです。

  改善命令や事業停止命令、許可の取消しといった重大な指導監督を受けないため

には、常日頃から関係法令を遵守することはもとより、機構からの実地検査時の指摘

等について迅速に改善を図ることが肝要です。
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